
JP 2008-509020 A 2008.3.27

(57)【要約】
　本発明は、通気性の非弾性フィルム層およびスパンボ
ンド布などの弾性不織布層を含んでなる弾性多層複合体
に関する。本発明は、また、通気性非弾性フィルム層と
弾性不織布層を用いてこの複合体を形成することを含ん
でなる、弾性多層複合体を製造する方法にも関する。
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【特許請求の範囲】
【請求項１】
　弾性不織布層に隣接する通気性非弾性フィルム層を含んでなる弾性多層複合体。
【請求項２】
　接着剤が通気性非弾性フィルム層と弾性不織布層の間にある請求項１に記載の複合体。
【請求項３】
　この層が多数の点において相互に接着し、そしてこれらの接合点が熱および圧力により
形成される請求項１～２のいずれかに記載の複合体。
【請求項４】
　この弾性不織布層がスパンボンド布である請求項１～３のいずれかに記載の複合体。
【請求項５】
　この弾性不織布層が二成分繊維から形成され、二成分繊維が内側の第１の成分と外側の
第２の成分を含み、第２の成分が第１の成分よりも低弾性であり、第１の成分が熱可塑性
エラストマーであり、第１の成分がこの繊維の少なくとも５０％を占め、そして第２の成
分がポリエチレン、ポリプロピレン、またはポリエチレンとポリプロピレンのブレンドで
ある請求項１～４のいずれかに記載の複合体。
【請求項６】
　この不織布層がシース／コア、多葉状、あるいはチップ付き多葉状構造を有する二成分
繊維からなる請求項１～５のいずれかに記載の複合体。
【請求項７】
　この不織布層が活性化されていない二成分繊維から構成される請求項１～６のいずれか
に記載の複合体。
【請求項８】
　この不織布層が延伸活性化された二成分繊維から構成される請求項１～７のいずれかに
記載の複合体。
【請求項９】
　この複合体が二層構造を有する請求項１～８のいずれかに記載の複合体。
【請求項１０】
　この複合体が三層構造を有する請求項１～８のいずれかに記載の複合体。
【請求項１１】
　この全複合体が延伸活性化される請求項１～１０のいずれかに記載の複合体。
【請求項１２】
　この非弾性フィルムがエチレン、プロピレン、ブチレン、ペンテン、ヘキセン、ヘプテ
ンおよびオクテンのポリマー、ならびにこれらのコポリマー、ターポリマーおよびブレン
ド、エチレン酢酸ビニル（ＥＶＡ）、エチレンアクリル酸エチル（ＥＥＡ）、エチレンア
クリル酸（ＥＡＡ）、エチレンアクリル酸メチル（ＥＭＡ）、エチレンアクリル酸ブチル
、ポリウレタン、ポリ（エーテル－エステル）およびポリ（アミド－エーテル）ブロック
コポリマーおよび任意のこれらの組み合わせ物から形成される請求項１～１１のいずれか
に記載の複合体。
【請求項１３】
　この弾性不織布層が二成分繊維から形成され、二成分繊維が内側の第１の成分と外側の
第２の成分を含み、第２の成分が第１の成分よりも低弾性であり、第１の成分が熱可塑性
エラストマーであり、第２の成分が約１と約２０パーセントの間で二成分繊維中に存在す
る請求項１～１２のいずれかに記載の複合体。
【請求項１４】
　この弾性不織布層が二成分繊維から形成され、二成分繊維が内側の第１の成分と外側の
第２の成分を含み、第２の成分が第１の成分よりも低弾性であり、第１の成分が熱可塑性
エラストマーであり、第１の成分がポリウレタン、ブロックコポリエステル、ブロックコ
ポリアミド、スチレン系ブロックポリマー、ポリオレフィンエラストマーおよびこれらの
組み合わせ物から形成される請求項１～１３のいずれかに記載の複合体。
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【請求項１５】
　この通気性の非弾性フィルムが多層化フィルム、モノリフィルム、キャストフィルム、
ネット、フォーム、スクリム、織布または編布である請求項１～１４のいずれかに記載の
複合体。
【請求項１６】
　少なくとも通気性非弾性フィルム層および少なくとも一つの弾性不織布層の複合体を形
成することを含んでなる弾性多層複合体の製造方法。
【請求項１７】
　この積層物がサーモポイントボンディング法を用いて形成される請求項１６に記載の方
法。
【請求項１８】
　この層が押し出し積層を用いて形成される請求項１６に記載の方法。
【請求項１９】
　接着剤が通気性非弾性フィルム層と弾性不織布層の間にある請求項１６に記載の方法。
【請求項２０】
　この弾性不織布がスパンボンド不織布である請求項１６～１９のいずれかに記載の方法
。
【請求項２１】
　この弾性不織布層が二成分繊維から形成され、二成分繊維が内側の第１の成分と外側の
第２の成分を含み、第２の成分が第１の成分よりも低弾性であり、第１の成分が熱可塑性
エラストマーであり、第１の成分がこの繊維の少なくとも５０％を占め、そして第２の成
分がポリエチレン、ポリプロピレン、またはポリエチレンとポリプロピレンのブレンドで
ある請求項１６～２０のいずれかに記載の方法。
【請求項２２】
　この不織布層がシース／コア、多葉状、あるいはチップ付き多葉状構造を有する二成分
繊維からなる請求項１６～２１のいずれかに記載の方法。
【請求項２３】
　この不織布層が活性化されていない二成分繊維から構成される請求項１６～２２のいず
れかに記載の方法。
【請求項２４】
　この不織布層が延伸活性化された二成分繊維から構成される請求項１６～２３のいずれ
かに記載の方法。
【請求項２５】
　この複合体が随意の接着層を入れないで二層構造を有する請求項１６～２４のいずれか
に記載の方法。
【請求項２６】
　この複合体が２つの随意の接着層を入れないで三層構造を有する請求項１６～２５のい
ずれかに記載の方法。
【請求項２７】
　この全複合体が延伸活性化される請求項１６～２６のいずれかに記載の方法。
【請求項２８】
　積層がメルト接着剤積層を用いて行われる請求項１６～２７のいずれかに記載の方法。
【請求項２９】
　積層が押し出し積層を用いて行われる請求項１６～２８のいずれかに記載の方法。
【請求項３０】
　積層がサーマルボンド法を用いて複数の間隔をあけた点で行われる請求項１６～２９の
いずれかに記載の方法。
【請求項３１】
　この弾性不織布層が非弾性フィルムの引っ張り強さ未満の引っ張り強さを有する請求項
１６～３０のいずれかに記載の方法。
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【請求項３２】
　この非弾性フィルムがエチレン、プロピレン、ブチレン、ペンテン、ヘキセン、ヘプテ
ンおよびオクテンのポリマー、ならびにこれらのコポリマー、ターポリマーおよびブレン
ド、エチレン酢酸ビニル（ＥＶＡ）、エチレンアクリル酸エチル（ＥＥＡ）、エチレンア
クリル酸（ＥＡＡ）、エチレンアクリル酸メチル（ＥＭＡ）、エチレンアクリル酸ブチル
、ポリウレタン、ポリ（エーテル－エステル）およびポリ（アミド－エーテル）ブロック
コポリマーおよび任意のこれらの組み合わせ物から形成される請求項１６～３１のいずれ
かに記載の複合体。
【請求項３３】
　この弾性不織布層が二成分繊維から形成され、二成分繊維が内側の第１の成分と外側の
第２の成分を含み、第２の成分が第１の成分よりも低弾性であり、第１の成分が熱可塑性
エラストマーであり、第２の成分が約１と約２０パーセントの間で二成分繊維中に存在す
る請求項１６～３２のいずれかに記載の複合体。
【請求項３４】
　この弾性不織布層が二成分繊維から形成され、二成分繊維が内側の第１の成分と外側の
第２の成分を含み、第２の成分が第１の成分よりも低弾性であり、第１の成分が熱可塑性
エラストマーであり、第１の成分がポリウレタン、ブロックコポリエステル、ブロックコ
ポリアミド、スチレン系ブロックポリマー、ポリオレフィンエラストマーおよびこれらの
組み合わせ物から形成される請求項１６～３３のいずれかに記載の複合体。
【発明の詳細な説明】
【関連出願の相互参照】
【０００１】
　この出願は、２００４年８月３日に出願され、そして引用により本明細書に組み込まれ
ている米国特許暫定出願Ｎｏ．６０／５９８，３１９への優先権を主張する。
【背景技術】
【０００２】
　通気性フィルムと不織材料の積層物は、良好な手触りをもたらす水分透過性液体バリア
として普通使用される。通常の用途はおむつ（バックシート、サイドパネルおよび耳部分
）、保護用アパレル医療用衣およびドレープである。このような積層物を製造するのに異
なる技術が確立されている。例えば、モノリシックあるいはミクロ細孔性のフィルムであ
り得る通気性フィルムは、ホットメルト接着剤積層およびサーマルボンド法のような結合
技術を用いて標準の非弾性不織材料と積層される。もう一つの例は、モノリシック通気性
ポリマーにより押し出し被覆されている非弾性不織布である。水分は溶解／拡散過程によ
りこのようなモノリシックフィルムを通って移送され、空気透過性の不足を生じる開放空
隙を通してではない。もう一つの例は、無機充填剤を含有する非弾性フィルムに積層され
、引き続いて増分延伸／リング－ローリングまたは幅出し機のような手段により延伸され
、無機充填剤の隣に微小空隙を生じる非弾性不織布である。これらの微小空隙はこの積層
物に水分透過性と空気透過性をもたらす。もう一つの例は、炭酸カルシウムのような無機
充填剤を含むポリマーにより押し出し被覆されている非弾性不織布である。生成する複合
体は、増分延伸／リング－ローリングまたは幅出し機などの手段により延伸されて、無機
充填剤の隣に微小空隙を生じる。これらの微小空隙はこの積層物に水分および空気透過性
をもたらす。特許文献１は、このような通気性積層物を製造するための方法を開示してい
る。
【０００３】
　上述のすべてのフィルム／不織布積層物は通気性であるが、使用されるフィルムと不織
材料の性状により弾性でない。それゆえ、これらは市場で現れつつある改善されたボディ
フィットの要求に合致しない。今日まで、弾性の通気性フィルム／不織布積層物に対する
唯一の実施の例は、標準の不織材料に積層された弾性の通気性フィルムを使用することで
ある。このようなフィルムは特定の樹脂設計を必要とし、そして非弾性フィルムを無機充
填剤により活性化することにより製造される通気性フィルムよりも著しく高価である。更
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には、このようなモノリシック弾性フィルムは空気透過性と同一レベルの水分透過性をも
たらさない。
【特許文献１】米国特許第５，８６５，９２６号
【発明の開示】
【発明が解決しようとする課題】
【０００４】
　本発明者らは、比較的安価な非弾性フィルム層と安価な弾性不織布層から形成される通
気性の弾性複合体に対する必要性が存在するということを認識している。このように、本
発明は、上述の難点および欠点の一つ以上に対する解決策を提供する。
【課題を解決するための手段】
【０００５】
　一般に、本発明は、スパンボンド布などの弾性不織布と通気性フィルムの積層物を提供
する。一つの態様においては、この弾性不織布（例えば、スパンボンド布）は無機充填剤
または非混和性相を含有するフィルムに積層される。このフィルムは非弾性であることが
できる。次に、この積層物は延伸（増分的あるいは積分的に）され、解除されて、微小空
隙を生成することにより通気性構造をもたらす。もう一つの態様においては、この弾性不
織布は、無機充填剤または非混和性相を含有するポリマー型フィルムにより押し出し被覆
される。次に、この積層物は延伸（増分的あるいは積分的に）され、解除されて、微小空
隙を生成することにより通気性構造をもたらす。同様に、もう一つの態様においては、こ
の弾性不織布は通気性の非弾性フィルムに対して積層する前に延伸することができる。積
層物を緩和した後、このフィルムは弾性不織布の収縮力によりバルク／ギャザー化される
。
【０００６】
　本発明は、通気性の非弾性フィルムと弾性スパンボンド布層を含む製品を述べている。
この非弾性フィルム層は複合体の形成前に通気性であるか、あるいは複合体の形成後の延
伸により通気性にすることができる。
【０００７】
　有利なこととしては、本発明は、確立済みで、かつ費用対効果の高い通気性フィルム技
術を用いる真に弾性の通気性フィルム／不織物複合体を提供する。ミクロ細孔性フィルム
を使用することによって、現行の通気性の弾性フィルムによっては得られない空気透過性
および水分透過性の弾性フィルム不織布複合体を製造することが可能になる。弾性積層布
の活性化のために活性化される必要のある通気性の弾性フィルムと非弾性不織布の組み合
わせ物と比較して、本発明は、弾性不織布が機械的延伸により損傷を受けず、そして耐摩
耗性、引っ張り特性、触覚特性および弾性などの固有の性質を保持、あるいは改善すると
いうメリットを提供する。
【０００８】
　一つの広い観点では、本発明は、通気性の非弾性フィルム層と弾性不織布層を含んでな
る通気性の弾性多層複合体である。この弾性不織布層はスパンボンド布であることができ
る。
【０００９】
　もう一つの広い観点では、本発明は、非弾性フィルム層と延伸あるいは緩和された弾性
不織布層の第１の複合体を形成し；第１の複合体を延伸および緩和して、最終の通気性多
層複合体を形成することを含んでなる多層複合体を製造する方法である。この複合体は、
この層を積層あるいは押し出し被覆することにより形成可能である。
【００１０】
　この非弾性フィルムは、多層化されたフィルム、モノリシックフィルム、キャストフィ
ルム、ネット、フォーム、スクリム、織布または編布の形のものであることができる。
【００１１】
　この明細書で使用されるように、この弾性不織布は任意の不織布法により形成され得る
。好ましくは、この不織布は弾性スパンボンド不織布である。この弾性スパンボンド不織
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布は二成分繊維から構成され得る。二成分弾性スパンボンドは、加熱カレンダーロールに
よる標準のサーマルボンド段階時あるいは標準の接着剤法でのみこの繊維の結合が著しく
行われるような方法で製造可能である。本発明は、複合体の上での高温エアナイフの使用
など当分野で時に使用されるいわゆる安定化段階が存在しなくとも実施可能である。好ま
しくは、著しい結合が起こる温度（すなわち、ウエブのサーマルボンドに使用され得る結
合温度）以下であるが、加熱プレスロール（当分野でよく知られているように圧縮ロール
）を使用し得る。一つの態様においては、ウエブポイントボンドの前に全面的な繊維間結
合が起こらないほど低い温度／圧力で任意の後ウエブ加工あるいは処理が行われる。
【発明を実施するための最良の形態】
【００１２】
　本発明の複合体に追加の層を付加することができるが、この複合体の基本構造は、「Ａ
」が弾性不織布層であり、「Ｂ」が通気性の非弾性フィルム層である、Ａ－Ｂ構造として
参照可能である。別法として、この複合体はＡ－Ｂ－ＡあるいはＢ－Ａ－Ｂ構造、または
非Ａあるいは非Ｂ層を有する構造（接着層を除いて）を含む他の多層複合体構造を有する
ことができる。接着剤はＡおよびＢ層を一緒に積層するのに使用し得るということを理解
すべきである。同様に、三層以上を有する多層複合体は、ＡとＢ以外の１層以上からでき
た複合体を含めて本発明の範囲内のものである。
【００１３】
　このフィルム－不織布複合体はこのフィルムを弾性不織布上に押し出し積層するか、あ
るいは１つ以上の弾性不織布に対して／間に接着剤積層することにより製造可能である。
別法として、この複合体は、特に水性分散液により注型（直接あるいはオフラインで）す
ることにより製造可能である。もう一つの代替の方法は、引用により本明細書に組み込ま
れている、米国特許第５，６８３，７８７号に述べられている方法などのサーマルボンド
を行って、サーマルボンド積層物を形成することによるものである。上記の積層法はすべ
てフィルムと不織布間の中立の張力（ｎｅｕｔｒａｌ　ｔｅｎｓｉｏｎ）下で実施可能で
ある。複合体を結合した後、積層物を延伸および緩和することができる。また、弾性不織
布を積層の前あるいは後で活性化することができて、活性化を必要としないこともある。
このように、積層の前、あるいは後で弾性不織布を予備活性化する必要性は必ずしもない
。経時的にそして多数の延伸にわたって、この弾性複合体の全体の完全性は、弾性フィル
ムと非弾性不織布から製造される複合体のそれよりも優れていると期待される。このこと
は、全体の耐摩耗性、持続的な不織布完全性および全体の一般的な外観の改善に結びつく
。
【００１４】
　図１は、非弾性フィルム層を弾性不織布層に積層する複合体を形成する、押し出し積層
を図示する。図１においては、第１の弾性不織布層６を巻き戻しロール２から巻き戻すか
、あるいはスパンボンド法により直接に製造する。第１の弾性不織布層６は、非弾性フィ
ルムメルト押し出し機１により堆積され、そして冷却時、内側の非弾性フィルム層を形成
する溶融した非弾性ポリマー７と接触する。次に、第２のロール３からの第２の随意の弾
性不織布層８を巻き戻して、非弾性フィルム層と接触させ、これによって三層体を形成し
、これを圧力ニップ４により一緒に積層する。次に、生成する複合体９を延伸１０（増分
的あるいは積分的に）して、フィルムに通気性を付与し、次に張力を解除し、次に生成す
る複合体を積層物巻き返しロール５上に巻き取る。
【００１５】
　図２においては、接着積層法を示す。非弾性フィルム１０７（通気性あるいは無機充填
剤または非混和性相を含有する）をフィルムロール１０１から巻き戻し、そして積層物巻
き返しロール１０５に移動させる。接着層１０８ａと場合によっては１０８ｂをメルト接
着剤散布装置１０６により非弾性フィルムの各側に塗布する。この接着剤はホットメルト
接着剤であることができる。市販のホットメルト接着剤の代表的な、非限定的な例は、Ａ
ｔｏ　Ｆｉｎｄｌｅｙ　Ｈ９２８２Ｆ、Ａｔｏ　Ｆｉｎｄｌｅｙ　Ｈ２１２０およびＨＰ
　Ｆｕｌｌｅｒ　ＨＬ－１４７０を含む。接着剤を散布した非弾性フィルム１０９を圧力
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ニップ１０４に移動させ、ここで不織物ロール１０２および１０３から巻き戻された第１
および随意の第２の弾性不織布層１１０および１１１をフィルム１０９の各々のそれぞれ
の側と接触させる。層１１０および１１１をニップ１０４からの圧力によりフィルム１０
９に積層させ、生成する複合体１１２をニップ１０４から出す。次に、複合体１１２を延
伸１１３（増分的あるいは積分的に）して、必要ならば、このフィルムに通気性を付与し
、次に積層物巻き返しロール１０５に巻き付ける。
【００１６】
　更に図２を参照すると、加熱積層の場合には、非弾性フィルム１０７（通気性あるいは
無機充填剤または非混和性相を含有する）をフィルムロール１から巻き戻し、そして積層
物巻き返しロール１０５に移動させる。層１１０および１１１をニップ１０４での温度お
よび圧力の過程によりフィルム１０７に積層させ、生成する複合体１１２をニップ１０４
から出す。次に、この複合体を延伸１１３（増分的あるいは積分的に）して、必要ならば
、このフィルムに通気性を付与し、次に積層物巻き返しロール１０５に巻き付ける。加熱
積層法においては、ホットメルト接着剤１０８ａ、１０８ｂをフィルム１０７に塗布しな
い。
【００１７】
　図３においては、もう一つの接着積層法を図示する。非弾性フィルム１０７（通気性あ
るいは無機充填剤または非混和性相を含有する）をフィルムロール１０１から巻き戻し、
そして積層物巻き返しロール１０５に移動させる。接着層１０８ａと場合によっては１０
８ｂをメルト接着剤散布装置１０６によりこの非弾性フィルムの各側に塗布する。この接
着剤はホットメルト接着剤であることができる。接着剤を散布した非弾性フィルム１０９
を圧力ニップ１０４に移動させる。ここで、このフィルムを不織物ロール１０２および１
０３から巻き戻された第１および随意の第２の弾性不織布層１１０および１１１と継ぎ合
わせて、ＭＤ、ＣＤまたは両方の方向で積分的に延伸１１３し、そして張力下でフィルム
１０９の各々のそれぞれの側と接触させる。層１１０および１１１をニップ１０４からの
圧力によりフィルム１０９に積層させ、生成する複合体１１２をニップ１０４から出す。
ニップを出たならば、張力を解除し、そして必要ならばこの複合体を更に延伸（増分的あ
るいは積分的に）して、通気性を付与する。次に、この複合体を積層物巻き返しロール１
０５上に巻き取る。
【００１８】
　更に図３を参照すると、加熱積層の場合には、通気性の非弾性フィルム１０７をフィル
ムロール１０１から巻き戻し、そして積層物巻き返しロール１０５に移動させる。ここで
は、このフィルムを不織物ロール１０２および１０３から巻き戻された第１および随意の
第２の弾性不織布層１１０および１１１と継ぎ合わせて、延伸１１３し、そして張力下で
フィルム１０９の各々のそれぞれの側と接触させる。層１１０および１１１をニップ１０
４での温度および圧力の過程によりフィルム１０７に積層させ、生成する複合体１１２を
ニップ１０４から出す。ニップを出たならば、張力を解除し、そしてこの複合体を積層物
巻き返しロール１０５上に巻き取る。加熱積層法においては、ホットメルト接着剤１０８
ａ、１０８ｂをフィルム１０７に塗布しない。
【００１９】
　温度、製造速度、フィルムの選択、接着剤の選択、弾性不織布の選択などが容易に選択
および／または決定可能である。
【００２０】
　この通気性の非弾性フィルムは一層あるいは多層フィルムを含んでなり得る。加えて、
ミクロ細孔性フィルムは本発明での使用に好適であると考えられる。通気性は、フィルム
を製造する材料の選択、細孔性であることにより、フィルムを貫通して形成される穴を有
すること、等により付与可能である。別法として、通気性は延伸活性化によるなど本発明
の複合体の製造時に付与可能である。このフィルムは水分透過性あるいは水分不透過性材
料から製造可能である。あるフィルムは、フィルム形成工程時にミクロ細孔発現性充填剤
粒子をフィルムに添加することにより、通気性とされる。ミクロ細孔発現性充填剤とは、
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ポリマーに添加可能であり、このポリマーから製造される押し出しフィルムに化学的に妨
害あるいは悪影響を与えないが、フィルム中に均一に分散可能である粒子状物質および他
の形の材料を含むという意味である。一般に、このミクロ細孔発現性充填剤は粒子状物質
の形のものであり、そして通常約０．５～約８ミクロンの範囲の平均粒子サイズの球形の
形状を有する。このフィルムは、通常、フィルム層の全重量基準で少なくとも約３０パー
セントのミクロ細孔発現性充填剤を含有する。有機および無機の両方のミクロ細孔発現性
充填剤は、フィルム形成工程、生成するフィルムの通気性または繊維弾性不織布ウエブに
結合する能力を妨害しない限り、本発明の範囲内のものであると考えられる。ミクロ細孔
発現性充填剤の例は、炭酸カルシウム、種々の種類のクレー、シリカ、アルミナ、硫酸バ
リウム、炭酸ナトリウム、タルク、硫酸マグネシウム、二酸化チタン、ゼオライト、硫酸
アルミニウム、セルロース－タイプ粉末、珪藻土、硫酸マグネシウム、炭酸マグネシウム
、炭酸バリウム、カオリン、マイカ、カーボン、酸化カルシウム、酸化マグネシウム、水
酸化アルミニウム、ガラス粒子、パルプ粉末、木材粉末、セルロース誘導体、ポリマー粒
子、キチンおよびキチン誘導体を含む。このミクロ細孔発現性充填剤粒子は、粒子（バル
クでの）の自由流れとポリマーマトリックスの中への分散の容易性を促進し得るステアリ
ン酸などの脂肪酸、またはベヘン酸などの長鎖脂肪酸により場合によっては被覆され得る
。シリカ含有充填剤は、また、ブロッキング防止性をもたらすのに有効な量でも存在し得
る。
【００２１】
　この粒子を充填したフィルムを形成したならば、これを延伸あるいは破砕して、フィル
ムを貫通する通路を作り出す。一般に、本発明のために「通気性」であるという等級を与
えるためには、生成する積層物は、下記の試験方法により測定して少なくとも約２５０ｇ
／ｍ２／２４時間の水蒸気透過速度（ＷＶＴＲ）を有しなければならない。更には、この
フィルムに開口をもうけることができる。このフィルムの形成においては、このフィルム
を共押し出しして、結合を増加させ、そしてダイリップの蓄積（ｄｉｅ　ｌｉｐ　ｂｕｉ
ｌｄ－ｕｐ）を軽減させ得る。フィルムおよび多層フィルムの成形方法は一般的に知られ
ている。フィルム１５は注型あるいはブローフィルム装置から製造可能であり、所望なら
ば共押し出し可能であり、そしてエンボス可能である。加えて、フィルム１５は、フィル
ムをフィルム延伸ユニットに通すことにより延伸あるいは配向可能である。この延伸はフ
ィルムゲージあるいは厚さを低下させ得る。一般に、この延伸はＣＤまたはＭＤまたはこ
の両方で行われ得る。この非弾性フィルムはバリア層を含んでなり得、または良好なドレ
ープ性も呈し得る。この非弾性フィルムは１平方メートル当たり約１５グラムと１平方メ
ートル当たり１００グラムの間の、そして一つの態様においては１平方メートル当たり約
２０グラムと１平方メートル当たり６０グラムの間の坪量を有し得る。用語「フィルム」
は、この明細書で使用されるとき、薄い物品を指し、種々の幅、長さおよび厚さの細片、
テープおよびリボンを含む。このフィルムは、通常、平坦であり、約５０ミルまでの、更
に通常約１０ミルまでの厚さを有する。この通気性非弾性フィルムの加工で使用される熱
可塑性ポリマーは、限定ではないが、ホモポリマー、コポリマー、ターポリマーおよびこ
れらのブレンドを含むポリオレフィンを含む。このポリマーはメルトインデックスと非弾
性フィルムを生成する他の性質を有する。このような非弾性ポリオレフィンの代表的な例
は、エチレン、プロピレン、ブチレン、ペンテン、ヘキセン、ヘプテンおよびオクテンの
ポリマー、ならびにコポリマー、ターポリマーおよびこれらのブレンドを含む。この非弾
性フィルムは、また、エチレン酢酸ビニル（ＥＶＡ）、エチレンアクリル酸エチル（ＥＥ
Ａ）、エチレンアクリル酸（ＥＡＡ）、エチレンアクリル酸メチル（ＥＭＡ）、エチレン
アクリル酸ブチル、ポリウレタン、ポリ（エーテル－エステル）およびポリ（アミド－エ
ーテル）ブロックコポリマーおよび１つ以上のポリオレフィンとの組み合わせ物を含む任
意のこれらの組み合わせ物によっても作製され得る。
【００２２】
　不織布は熱可塑性材料を溶融紡糸することにより普通作製される。このような不織布は
、「スパンボンド」あるいは「メルトブロー」材料と呼ばれ、そしてこれらのポリマー材
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料を製造する方法も当分野でよく知られている。経済性が有利であることによって、スパ
ンボンド布が本発明で使用される。物理的性質の望ましい組み合わせ、特に柔軟性、強度
および耐久性の組み合わせのスパンボンド材料が製造される一方で、著しい問題に遭遇し
てきた。本発明で使用される不織布は、通常、コンジュゲート繊維であり、通常、二成分
繊維である。一つの態様においては、この不織布はシース／コア構造を有する二成分繊維
から作製される。本発明に好適な代表的な二成分の弾性不織布およびこれらの製造方法が
ＡｕｓｔｉｎによりＷＯ００／０８２４３で示され、引用によりこの明細書にその全体が
組み込まれている。
【００２３】
　通気性ならびに弾性の制限された布よりも身体の運動の自由度を与える能力があるため
に、弾性不織布は、包帯材料、作業着および医療用衣などの衣類、おむつ、サポーター衣
類、失禁用製品、おむつ、トレーニングパンツおよび他の個人用衛生用製品などの多様な
環境において使用可能である。おむつのバックシート、保護用アパレル、医療用衣および
ドレープを形成する物品が本発明に特に関連する。
【００２４】
　この明細書で使用されるとき、用語「ストランド」は「繊維」と「フィラメント」の両
方に総称的な用語として使用される。この関連で、「フィラメント」は材料の連続なスト
ランドを指し、「繊維」は有限な長さを有する切断されたあるいは不連続なストランドを
意味する。このように、以下の説明は「ストランド」または「繊維」または「フィラメン
ト」を使用する一方で、この説明は３つの用語すべてに等しく適用可能である。
【００２５】
　特に、弾性不織布に対してこの明細書中下記で述べようとしていることは「化学的」に
弾性の繊維として定義されるものである。当分野の熟練者には、これらの繊維と、さもな
ければ本質的に非弾性の不織布の熱延伸により製造される低弾性の一次元的に弾性の「物
理的」あるいは「機械的」に弾性の不織布との区別は容易に明白であろう。
【００２６】
　手短に言えば、この弾性不織布の作製に使用される二成分ストランドは、通常、第１の
成分と第２の成分から構成される。この第１の成分は「弾性」ポリマーであり、これは伸
張すると、弾性限界内で変形あるいは延伸する（すなわち、解除されると収縮する）ポリ
マーを指す。多数の繊維形成性熱可塑性エラストマーが当分野で既知であり、そしてポリ
ウレタン、ブロックコポリエステル、ブロックコポリアミド、スチレン系ブロックポリマ
ー、およびポリオレフィンコポリマーを含むポリオレフィンエラストマーを含む。第１の
（内側の）成分用の市販のエラストマーの代表的な例は、以前はＫｒａｔｏｎ　Ｃｏｒｐ
により販売されていたＫＲＡＴＯＮポリマー；ＥＮＧＡＧＥエラストマー（Ｄｕｐｏｎｔ
　Ｄｏｗ　Ｅｌａｓｔｏｍｅｒｓより販売されている）、ＶＥＲＳＩＦＹエラストマー（
Ｄｏｗ　Ｃｈｅｍｉｃａｌにより製造されている）またはＶＩＳＴＡＭＡＸＸ（Ｅｘｘｏ
ｎ－ＭｏｂｉｌｅＣｏｒｐ．により製造されている）ポリオレフィンエラストマー；およ
びＤＥＸＣＯより販売されているＶＥＣＴＯＲポリマーを含む。他の弾性熱可塑性ポリマ
ーは、Ｄｏｗ　Ｃｈｅｍｉｃａｌより販売されているＰＥＬＬＥＴＨＡＮＥ、ＢＡＳＦよ
り販売されているＥＬＡＳＴＯＬＬＡＮ、Ｂ．Ｆ．Ｇｏｏｄｒｉｃｈ　Ｃｏｍｐａｎｙよ
り販売されているＥＳＴＡＮＥなどのポリウレタン弾性材料（「ＴＰＵ」）；Ｅ．Ｉ．Ｄ
ｕ　Ｐｏｎｔ　Ｄｅ　Ｎｅｍｏｕｒｓ　Ｃｏｍｐａｎｙより販売されているＨＹＴＲＥＬ
などのポリエステルエラストマー；Ａｋｚｏ　Ｐｌａｓｔｉｃｓより販売されているＡＲ
ＮＩＴＥＬなどのポリエーテルエステル弾性材料；およびＥｌｆ　Ａｔｏｃｈｅｍ　Ｃｏ
ｍｐａｎｙより販売されているＰＥＢＡＸなどのポリエーテルアミド材料を含む。有利な
こととしては、商品名ＣＡＴＡＬＬＯＹによりＭｏｎｔｅｌより販売されているものなど
の異相ブロックコポリマーも本発明で使用される。米国特許第５，５９４，０８０号に述
べられているポリプロピレンポリマーおよびコポリマーも本発明に好適である。
【００２７】
　第２の成分もポリマー、好ましくは伸張性であるポリマーである。用途に依って、いか
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なる熱可塑性の繊維形成性弾性ポリマーも第２の成分として可能である。コスト、剛性、
メルト強度、紡糸速度、安定性などが考慮事項である。第２の成分は、第１の成分の形成
に使用されるポリマーまたはポリマー組成物と比較して劣った弾性を呈するいかなるポリ
マーまたはポリマー組成物からも形成され得る。例示の非弾性の繊維形成性熱可塑性ポリ
マーは、ポリオレフィン、例えばポリエチレン（ＬＬＤＰＥを含む）、ポリプロピレンお
よびポリブテン、ポリエステル、ポリアミド、ポリスチレンおよびこれらのブレンドを含
む。第２の成分ポリマーは弾性回復を有し、そしてこの二成分ストランドを延伸したとき
に弾性限界内で延伸し得る。しかしながら、この第２の成分は、第１の成分ポリマーより
も劣った弾性回復をもたらすように選択される。第２の成分は、また、弾性限界を超えて
延伸され、そして引っ張り応力の印加により永久的に伸びるポリマーでもあり得る。例え
ば、第２の成分をこれらの表面において有する長い二成分フィラメントが収縮する場合に
は、第２の成分は、通常、圧縮された形をとり、フィラメントの表面に粗い外観をもたら
す。
【００２８】
　最良の弾性を有するためには、弾性の第１の成分がフィラメント断面の最大部分を占め
るようにすることが有利である。一つの態様においては、このストランドを結合されたウ
エブ環境において使用する場合、この結合されたウエブは、マシン方向基準で少なくとも
約６５％の二乗平均の回復可能な伸びと、５０％伸びおよび一回の引っ張りの後の交差方
向の回復可能な伸び値を有する。二乗平均の回復可能な伸びは、（マシン方向のパーセン
ト回復）２＋交差マシン方向のパーセント回復）２の和の平方根である。
【００２９】
　第２の成分として使用される具体的なポリマーに依って、第２の成分は、通常、ストラ
ンドの約５０重量パーセント未満の量で、一つの態様においては約１と約２０パーセント
の間およびもう一つの態様においては約５～１０パーセントの量で存在する。
【００３０】
　一つの観点においては、第２の成分が実質的に弾性でなく、結果としてこのストランド
が全体として弾性でない場合、一つの態様においては、第２の成分はこのストランドの延
伸時にこのストランドが第２の成分の長さを不可逆的に変えるのに充分な量により弾性と
なるような量で存在する。
【００３１】
　第１および第２の成分としての使用に好適な材料は、ストランドの所望の機能に基づい
て選択される。好ましくは、本発明の成分中で使用されるポリマーは約５～約１０００の
メルトフローを有する。一般に、メルトブロー法は、スパンボンド法よりも高いメルトフ
ローのポリマーを使用する。
【００３２】
　これらの二成分ストランドは加工用添加物を使用することにより、あるいは使用せずに
作製可能である。本発明の実施において、２つ以上のポリマーのブレンドが第１の成分ま
たは第２の成分のいずれか、または両方に使用可能である。
【００３３】
　繊維の特定の形状と最終用途の所望の性質に依って、第１（本発明の弾性成分）および
第２の成分は、多成分ストランド内で任意の好適な量で存在し得る。有利な態様において
は、第１の成分は繊維の大部分、すなわちストランドの重量基準（「ｂｏｓ」）で約５０
重量パーセント以上を形成する。例えば、メリットのあることとしては、第１の成分は、
多成分ストランド中に約８０～９９重量パーセントｂｏｓの範囲の量で、例えば約８５～
９５重量パーセントｂｏｓの範囲の量で存在し得る。このような有利な態様においては、
非弾性成分は、約５０重量パーセントｂｏｓ未満の量、例えば約１と約２０重量パーセン
トｂｏｓの間の量で存在する。このような有利な態様のメリットのある局面においては、
第２の成分は、第２の成分として使用される具体的なポリマーに依るが、約５～１５重量
パーセントｂｏｓの範囲の量で存在し得る。一つの有利な態様においては、約８５：１５
以上あるいはそれに等しいコア：シース重量比、例えば９５：５の比を有するシース／コ
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ア構造が提供される。
【００３４】
　この繊維の形状は広く変わることができる。例えば、通常の繊維は円形の断面形状を有
するが、時には繊維は三葉状の形状または平らな（すなわち、「リボン」様の）形状など
の異なる形状を有する。また、特に延伸および解除される場合には、この繊維は、円形断
面のものであっても、非円筒形の３次元形状をとり得る（らせん状あるいはスプリング様
繊維を形成する自己バルク化あるいは自己縮れ性）。
【００３５】
　この明細書中で開示された本発明の弾性繊維に対しては、この直径は広く変わることが
できる。この繊維デニールは仕上がった物品の性能に適合するように調整可能である。予
期される繊維直径値は、メルトブロー品に対しては約５～約２０ミクロン／フィラメント
；スパンボンド品に対しては約１０～約５０ミクロン／フィラメント；そして約２０～約
２００ミクロン／フィラメントである。
【００３６】
　坪量は、通常、ｇ／ｍ２またはｏｚ／ｙｄ２の形の不織布の面積密度を指す。不織布に
対する受け入れ可能な坪量は製品における用途により決定される。一般に、与えられた製
品により決定される性質に合致する最低の坪量（最低のコスト）が選ばれる。弾性不織布
に対しては、一つの問題はある伸びにおける収縮力、あるいはしかるべき伸張での緩和の
後布がどの程度の力を加えることができるかである。坪量を規定するもう一つの問題は被
覆性であり、ここでは通常、比較的不透明な布を有することが望ましく、あるいは半透明
であるならば、布中の見掛け上の穴は小サイズで均一な分布のものでなければならない。
使い捨て製品用の不織布業界における最も有用な坪量は１／２～３ｏｚ／ｙｄ２（１７～
１００ｇ／ｍ２あるいはｇｓｍ）の範囲である。耐久性あるいは半耐久性製品などの一部
の用途は更に大きい坪量を許容し得ることもある。付随的なこととしては、低い坪量材料
はマルチビーム構造で偶然に製造され得るということを理解すべきである。すなわち、各
々の個別の層が１７ｇｓｍ未満もの坪量を有する、ＳＭＳ（スパンボンド／メルトブロー
／スパンボンド）複合体布を製造することが有利であり得るが、好ましい最終坪量は少な
くとも１７ｇｓｍであるということが予期される。
【００３７】
　不織布組成物あるいは物品は、通常、ランダムに中間挿入されているが、織布または編
布の場合のように識別可能な方法でランダムに中間挿入されていない個別の繊維またはト
レッドの構造を有するウエブまたは布である。
【００３８】
　第１および第２のポリマー型成分は、限定ではないが、顔料、酸化防止剤、安定剤、界
面活性剤、ワックス、流動促進剤、固形溶剤、粒子状物質およびこの組成物の加工性の増
進のために添加される材料を場合によっては含む。
【００３９】
　不織布ウエブは当分野で認められている方法により製造可能である。スパンボンド法と
して知られている類の方法はスパンボンドウエブを形成するための最も普通の方法である
。種々のタイプのスパンボンド法の例がＫｉｎｎｅｙへの米国特許第３，３３８，９９２
号、Ｄｏｒｓｃｈｎｅｒへの米国特許第３，６９２，６１３号、Ｍａｔｓｕｋｉへの米国
特許第３，８０２，８１７号、Ａｐｐｅｌへの米国特許第４，４０５，２９７号、Ｂａｌ
ｋへの米国特許第４，８１２，１１２号およびＢｒｉｇｎｏｌａらへの米国特許第５，６
６５，３００号で述べられている。一般に、これらのスパンボンド法は、
ａ）紡糸口金からストランドを押し出し；
ｂ）溶融ストランドの固化を急速に行うためにおおむね冷却されている空気の流れにより
このストランドを急冷し；
ｃ）このフィラメントを空気流中で空気圧により引っ張ることによるか、あるいはテキス
タイル繊維業界で普通に使用されるタイプの機械的延伸ロールのまわりに巻き付けること
により印加可能である引っ張り張力により急冷域からこれらを進行させることにより、こ
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のフィラメントを細線化し；
ｄ）穴のあいた表面上でこの延伸ストランドをウエブとして捕集し；そして
ｅ）ゆるいストランドのウエブを結合して布とする
ことを含む。
段階（ｄ）および（ｅ）の間でのこのウエブのいかなる加工あるいは取り扱いも本発明に
よれば繊維間結合が著しく起こらない低い温度で行われなければならない。
【００４０】
　この結合（段階（ｅ））は任意のサーマルボンドあるいはケミカルボンド処理であるこ
とができ、そして凝集性のウエブ構造が生じるように、複数の間欠的結合の形成に使用さ
れ得る。サーマルポイントボンドが最も好ましい。種々のサーマルポイントボンド法が既
知であり、最も好ましいのはポイントボンドパターンの付いたカレンダーロールの使用で
ある。連続あるいは不連続パターンを使用する通常の態様によっては当分野で既知のいか
なるパターンも使用し得る。好ましくは、この結合は６と３０パーセントの間を被覆し、
最も好ましくは、この層の１６パーセントが被覆される。これらのパーセント範囲にした
がってこのウエブを結合することによって、このフィラメントは、布の強度と完全性を維
持しながら、延伸の全範囲にわたって延びるようにされる。
【００４１】
　弾性フィラメント、特に二成分フィラメントの製造が可能な紡糸口金と押し出し系を備
えれば、このタイプまたは他のタイプのスパンボンド法がすべて本発明の弾性布の作製に
使用可能である。
【００４２】
　メルトブロー法として知られるもう一つの類の方法も本発明の不織布の製造に使用可能
である。ウエブ形成へのこのアプローチがＮＲＬ　Ｒｅｐｏｒｔ　４３６４「Ｍａｎｕｆ
ａｃｔｕｒｅ　ｏｆ　Ｓｕｐｅｒｆｉｎｅ　Ｏｒｇａｎｉｃ　Ｆｉｂｅｒｓ」　ｂｙ　Ｖ
．Ａ．Ｗｅｎｄｔ，Ｅ．Ｌ．Ｂｏｏｎｅ，ａｎｄ　Ｃ．Ｄ．ＦｌｕｈａｒｔｙおよびＢｕ
ｎｔｉｎらへの米国特許第３，８４９，２４１号で述べられている。メルトブロー法は以
下のことを一般に含む。
ａ）紡糸口金からストランドを押し出す。
ｂ）高速の空気流を用いて、紡糸口金の直下でこのポリマー流を同時に急冷および細線化
する。一般に、このストランドをこの手段により極めて小さい直径まで延伸する。しかし
ながら、空気容積と速度を低下させることにより、普通のテキスタイル繊維に類似のデニ
ールのストランドを製造することが可能である。
ｃ）穴のあいた表面上で延伸ストランドをウエブに捕集する。メルトブローウエブは種々
の手段により結合可能であるが、しばしばこのウエブ中のフィラメントの絡み合いは、ウ
エブを巻き取ってロールとすることができるように充分な引っ張り強さをもたらす。
【００４３】
　米国特許第５，２９０，６２６号に述べられているものなどの二成分フィラメントの押
し出しを提供するいかなるメルトブロー法も本発明の実施に使用可能である。
【００４４】
　本発明の複合体は種々の用途に有用性を有する。好適な用途は、限定ではないが、例え
ば、使い捨て個人用衛生用製品（例えば、トレーニングパンツ、おむつ、吸収性パンツ、
失禁用製品、女性用衛生品目など）；使い捨て衣類（例えば、工業用アパレル、カバーオ
ール、ヘッドカバー、ズボン下、パンツ、シャッツ、手袋、靴下など）；感染コントロー
ル／クリーンルーム製品（例えば、手術衣およびドレープ、フェースマスク、ヘッドカバ
ー、手術用キャップおよびフード、靴カバー、ブーツスリッパ、創傷包帯、包帯、滅菌ラ
ップ、ワイパー、白衣、カバーオール、パンツ、エプロン、ジャケット）および寝具類お
よびシーツ、家具用ダストカバー、アパレル芯地、車カバーおよびスポーツあるいは汎用
アパレルなどの耐久性および半耐久性用途を含む。
【００４５】
　本発明に適用可能である弾性材料または弾性様不織布は、通常、マシン方向基準で約６
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５％以上の二乗平均の回復可能な伸びおよびウエブの５０％伸びおよび一回の引っ張りの
後の交差－方向の回復可能な伸び値を有するいかなる材料も指すということを認識すべき
である。延伸し、直ちに解除した後に材料が最初の寸法に戻らない程度がパーセント永久
歪みである。ＡＳＴＭ試験方法によれば、残留歪および回復は足して１００％となる。残
留歪は伸張後の残留緩和長さを伸張（伸び）の長さで割ったものと定義される。例えば、
２００％伸び（起点の１インチゲージから更に２インチ伸張）まで引っ張られ、そして解
除された１インチゲージ（長さ）試料は、ａ）まったく収縮せず、試料は３インチの長さ
であり、そして１００％残留歪（（３”終点－１”起点）／２”伸張）を有するか、ある
いはｂ）最初の１インチゲージまで完全に収縮し、そして０％残留歪（（１”終点－１”

起点）／２”伸張）を有するか、あるいはｃ）この間のいずれかの値を示す。頻用され、
そして実用的な残留歪の測定方法は、伸張から解除した後に回復力または荷重がゼロに達
した時の試料上の残存歪（回復）を観察することである。この方法および上記の方法は試
料を１００％に伸張した時に同一の結果を生じるのみである。例えば、上記の場合におけ
るように、この試料が２００％伸びの後にまったく収縮しないならば、解除時のゼロ荷重
における残存歪は２００％である。明らかに、この場合には残留歪と回復は足して１００
％とならない。
【００４６】
　それに反して、非弾性フィルムはこれらの基準に合致しない。特に、非弾性フィルムは
、最初の長さの５０％まで伸張すると５０％未満の、更にあり得ることとしては２５％未
満の回復を示すと予期される。更に、非弾性フィルムは、通常、破断前に前面的な降伏を
示す引っ張り曲線により記述される。この関連において、このフィルムは、小さな伸張に
おいて応力の急速な増加と、それに続く降伏点における、そしてフィルム破断までの継続
した伸張時における最大に近い、ほぼ一定の応力を示す。破断の前に、試料のいかなる解
除も大部分前面的に延ばされた非収縮フィルムを生じる。
【００４７】
　この弾性不織布および非弾性フィルムを別々に活性化にかけることができる。この弾性
不織布を活性化して、それにより引っ張り強さを低下させ、そして／あるいは積層の前に
弾性を改善し得る。この非弾性フィルムを活性化して、通気性を付与し得る。別法として
、この複合体それ自体を活性化することができ、このような場合には、必要ではないが、
この不織布あるいはフィルムを積層の前に活性化し得る。活性化をよく知られた方法によ
り行うことができる。一つの態様においては、活性化を所望する場合には、この不織布を
活性化して、引っ張り強さを低下させ、引っ張り強さがフィルムの強度以下であるように
おおむね低下させる（不織布が活性化の前にフィルムの強度以下の引っ張り強さを有する
か、否かにかかわらず）。活性化を最初の引っ張りあるいは延伸工程により行い得る。幅
広のウエブ製品に関連する在来の延伸装置は慣用の延伸ロールおよび幅出し機を含む。増
分延伸、幅出し、ロール引っ張りを含む当分野で既知の任意の引っ張りあるいは延伸方法
により、この活性化方法を行い得る。成形前に行ってもよいが、ストランドを不織ウエブ
あるいは布に成形した後に、この活性化方法を一般に行う。この活性化方法は、一般に、
不織ウエブあるいは布を約１．１～１０．０倍に延伸する。有利な態様においては、この
繊維あるいは布を最初の長さの少なくとも約２．５倍まで延伸あるいは引っ張る。この増
分延伸段階は、このウエブをマシン方向および交差マシン方向の両方で増分的に延伸する
ことを含み得る。有利なこととしては、このウエブを少なくとも一対の相互嵌合形延伸ロ
ーラーに通すことにより、増分延伸を行い得る。ＷＯ２００４／０３８０８５はこのタイ
プの方法を開示している。このような態様の一つの局面においては、この相互嵌合形延伸
ローラーは、実質的に低弾性である介在する長手方向に延びた非活性化域により隔てられ
た、布内で狭い間隔のあいた長手方向に延びた延伸活性化された弾性域を生じる。増分延
伸されたウエブを第２の対の相互嵌合形延伸ローラーに通して、このウエブ内の非活性化
ストランドの第２の部分を延伸活性化することにより、増分延伸を行い得る。ウエブの表
面に向けられた衝突流体（例えば、空気または水）と一緒にして、機械的増分延伸を行い
得る。
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【００４８】
　当分野の熟練者には本発明の更なる改変および代替的態様はこの説明を鑑みれば明白で
あろう。したがって、この説明は単なる例示として見なされるべきであり、当分野の熟練
者に本発明の実施方法を教示する目的のものである。この明細書において示され、説明さ
れた本発明の形は例示の態様としてとられるべきであるということを理解すべきである。
本発明のこの説明のメリットを有した後には当分野の熟練者には明白であるので、同等の
要素あるいは材料はこの明細書において例示され、説明されたものに対して置換され得、
そして本発明のしかるべき特徴は他の特徴の使用とは無関係に使用され得る。
【図面の簡単な説明】
【００４９】
【図１】図１は本発明の実施で使用され得る押し出し積層法を示す。
【図２】図２は本発明の実施で使用され得るメルト接着積層法を示す。
【図３】図３は本発明の実施で使用され得る接着積層法を示す。

【図１】

【図２】

【図３】
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